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  我が国における水の循環は，治水，利水，エネルギー利用等の様々な場面で役立てられている．これは，快
適で豊かな生活を目指して古くから工夫され，時間をかけながら改良されることで，自然の水循環と人為的な水
循環が有機的に結びついたものである．しかしながら近年の都市部では，人口の集中，社会資本の整備，都市域
の拡大，生活水準の高度化，産業構造の変化，局所的な気候変動等の都市化による影響により，都市型水害，水
質の悪化，各種用水の不足，地盤沈下，河川の熱環境変化，水文化の喪失，生物多様性の欠落が生じているのは
事実である．特に都市成長が進むにつれ，集中豪雨の高頻度化，都市型洪水，熱環境の変化，生物多様性の欠落
に対する問題解決のための分析と提案が大きな課題となってきている． 
 以上の社会問題に対して，我々は適応・緩和するべき責任があり，そういった意味での解決策が求められてい
る．したがって，21世紀における水の循環過程やその周囲における健全化のためのヴィジョンが必要であり，安
全で快適な生活や社会経済活動が実現し持続するためには水問題の解決に資するべき体系的な提案が必要である． 
しかしながら都市における社会活動はいくつか考えられその作用は複雑に構成されているため，一義的に解釈・
表現することは困難である．これまでにも多くの研究が諸問題に対して取り組まれ，有益な成果および提案がな
されてきているが，未だ解決に及んでいない問題や新たに発生した問題は数多くある．本研究は都市の社会活動
が水圏に及ぼす諸問題のうち，都市の洪水流出特性のような未だ不明な点が残る問題，もしくは河川の熱環境や
都市の拡大が生物多様性に及ぼす影響のようなこれまでほとんど取り組まれていない新たな問題に対して実態分
析を行い，影響因子の抽出，影響量の定量評価，適応・解決に向けた今後の展開に関する検討を行った．具体的
には，以下に示した内容である． 
都市の洪水流出特性に関しては，近年の都市部における降水特性を明らかにすることを目的としている．その
ために東京都内を対象として近年の豪雨の時空間分布特性を東京都建設局の水防災による観測データとアメダス
データを用いて分析した．次に都市における洪水の流出特性を明らかにすることを目的として実績洪水の分析を
行った．神田川流域を対象に近年の水害実績を持つ洪水時の降雨，水位の実測値からその水文特性を明らかにし
た．また実測値からでは分析が困難な人工系の流出過程に関しては，分布型流出モデルの適用により流出特性を
分析した．適用した流出モデルは賈によって開発された WEP モデルであるが，著者は人工系の流出過程である
下水道管路流を WEP モデルに新たに導入し，可能な限り一般性が高く簡易な手法を目指し落水線による解析手
法を提案した．本論文ではその適用性を検証し導入方法の妥当性を示した上で，都市における洪水時の人工系流
出過程が河川の流況に及ぼす影響について定量的に評価した． 
水域の熱環境に関しては，都市河川の水・熱輸送特性の解明と都市排熱の影響評価を目的としている．そのた
めにまず，都市河川の水・熱輸送の実態を現地観測により明らかにした．現地観測は河川水温と下水処理水の温
度差が最も大きい冬季を対象とし，荒川下流部において多地点で一斉に 24時間連続観測を行った．その観測結果
から荒川下流部の水・熱輸送特性を明らかにし，熱環境に対する影響因子の抽出，主要因の特定，影響量の評価
を行った．さらに水・熱輸送統合モデルによる数値解析では，都市から供給される排熱が河川に及ぼす影響の定
量評価を行った．そして都市排熱により熱環境変化の問題に対するアプローチを生物多様性とエネルギー利用の
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側面から考察した． 
河川生態系に関しては，埋め立てによる河口部の環境変化や海域との繋がりが生物多様性に及ぼす影響を明ら
かにするために，河口部が埋め立てられた河川において水理・地形特性と生物多様性の比較分析を行い，その関
係性ついて定性的に評価した．対象河川は千葉県を流れそれぞれ特徴の異なる高瀬川（谷津干潟），花見川，都川，
小櫃川の4河川とし，水理・地形特性の整理と現地における水生生物の採捕調査を行った．それにより，埋め立
て等による社会資本整備が河川の生物多様性に及ぼす影響を考察し，今後の環境インフラ整備により復元すべき
具体的な目標を「各生活タイプにおいて生息種数を増やすべきである」と示した． 
以上より，都市における社会活動・整備がもたらす環境変化の中で，いまだ課題が残る諸問題に対して健全化
のための将来のヴィジョンを打ち出すべく適応策や解決策を検討・提示した．本研究で得られた成果を各章毎に
要約すると以下のようになる． 
 
第１章では，本研究の背景，既往の研究の整理を踏まえた上での本研究の意義，本研究の目的および本論文の
章ごとの流れを示した．都市における社会活動・整備が水域に及ぼす影響に関するテーマは，これまでに明らか
にされていない要素が多く残る問題やほとんど取り組まれていない内容である．これらの諸問題を個別に取り扱
うのではなく，都市流域が実際に抱える問題として総合的に分析し将来の健全化のヴィジョンに資する観点に基
づいていることは本研究の学術的・社会的意義といえる． 
 
第２章では，都市部における集中豪雨の長期的分析に関する既往の研究を整理することにより，都市部におけ
る集中豪雨の増加要因として長期的な気候変動の影響，地球規模での気候の変化，都市の社会活動に起因するヒ
ートアイランド現象による影響の3要因が示された．近年の降雨を対象に東京都内の降水の時空間分布特性を東
京都建設局の水防災による観測データとアメダスデータを用いて明らかにした．その結果，東京都全体における
近年の降雨の時空間分布特性に関して，浸水被害が発生した洪水では一雨総降雨量に対して時間最大雨量が多い
ことが明らかになった．また東京都全体を23区北部，23区南部，23区外東部，23区外西部の4つのゾーンに分
類した時間帯別の降雨量の分析では，午後の昼過ぎから夕方の降雨量が顕著に多いことが明らかになった．そし
て近年で最も被害の大きな洪水の1つである2005年9月 4日の豪雨をモデルケースとし，局所性が高く，神田川
上流部において最大で100mm/h 以上であったが，東京都西部ではほとんど降雨がなかったことが時空間分布から
明らかになった．また降雨時の風向は降雨エリアに向かっており，豪雨と風向・風速の因果関係が示唆された． 
さらに神田川流域を対象として近年の水害実績を持つ洪水時の降雨，水位の実測値から集中豪雨時の流出特性
を明らかにした．その結果，和泉地点における洪水流出特性の分析により総降雨量と流出高に相関性が確認され，
総降雨量が 150mm 以上の降雨では相関性が異なることが確認された．また流出率は 0.3～0.5 程度であり，流出
係数は0.4～0.7程度であった． 
本章における分析から，都市流域における人工系の水循環過程が及ぼす影響量の大きさが示された．すなわち，
現状で抱えている問題の解決ならびに今後の計画の策定には，下水道管路網に代表される人工系の水輸送過程を
考慮することは不可欠であり，その影響量の定量評価は都市型水害の解消には絶対的に必要となるテーマである． 
 
 第３章では，水・熱輸送統合モデルであるWEPモデルに下水道システムによる水輸送過程を新たに導入するこ
とにより,これまで別々に取り扱われてきた河道網と下水道管路網の水輸送過程を同時に解析することを可能に
した．つまり, WEPモデルに下水道による水輸送過程を組み込むことにより，河道の流れと下水管路網における
水輸送を同時に解析可能なモデルを構築したといえる．従来は管理者が異なるため，河川と下水道は別々に設計・
管理されてきたが，これらを同時に取り扱うことを可能にしたことは本論文が有する新規性であり，同時に都市
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の洪水被害に対する抜本的解決のためには必要不可欠な取り組みである． 
数値解析モデルでは，下水道システムにおける流れを落水線網により表面流として追跡計算するモデルを神田
川流域に適用した結果，下水道による水輸送過程を考慮したモデルでは 3地点ともに再現性が高く，落水線によ
る手法でも再現可能であることを示した．特に晴天時の下水処理場の流入量は日変動を捉え，精度よく再現する
ことができていた．雨天時の下水処理場への流入量は日平均流量では概ね再現できていたが，時間データではピ
ーク及び逓減部で再現できていない部分もあることから，雨水貯留浸透施設や地下水及び浸出水の影響を明らか
にする必要がある． 
一方，河川流量は和泉地点及び千歳橋地点においてはピークを精度良く再現することができていたが，河川流
量の計算結果は全体的に降雨に対する応答が遅く計算された．特に突発的な降雨の再現は両モデルとも応答が鈍
く，この点において新たな要素の導入が必要であることが確認された．解析降雨の時間間隔や河川周辺の雨水の
取り扱いにはさらに詳細な入力データが求められる．さらに治水施設の効果や地下水の影響，下水管に流入する
までの過程を無視できないため,到達時間の要素を有したモデルによる検証が必要になることがわかった． 
 
第４章では，東京近郊を流れる都市河川である荒川下流部を対象とし，水・熱輸送の実態解明を目的として24
時間の多地点一斉集中観測を行い，流動と熱輸送の実態を明らかにした．従来，都市が河川に及ぼす影響として
は，洪水の発生や水質悪化，親水性の低下等の問題にこれまで目が向けられ，対策が検討されてきた．そのため，
河川内の熱環境に関してはほとんど取り組まれておらず，都市が河川に及ぼす熱影響は手付かずのままになって
いる問題といっても過言ではない．しかしながら河川の熱環境は生物多様性に係わる問題であり，具体的には外
来種の大量増殖などの問題を引き起こす可能性がある．その一方で，新たなエネルギーとして河川水を熱源とし
た地域冷暖房システムの開発等のこれまで未利用であった河川の熱エネルギーの有効利用という非常に有益な側
面も有している．このような背景を踏まえて，本章は水・熱輸送に関する実態解明のために現地観測結果の分析
による影響因子の抽出，主要因の選定を行った． 
気象観測結果に関して，風向は観測期間を通じてほぼ一定で流下方向と同じ北から南へと吹いており，最大で
4.9m/s，平均で2.8m/sであった．天候は晴天であり，正味放射量は最大で340W/m2であった． 
水文観測結果からは，水位変化量と流量の関係には高い相関性が確認された．このことから対象区間は潮位変
動の影響が支配的であり，水位変化量から流量を推定することが可能であることがわかった． 
水温と塩分濃度の観測結果では，河口部付近の隅田川河口（地点⑦）では塩分濃度と水温の挙動がほぼ同様で
あり，主に河床付近における水温上昇の挙動が確認されたことから，海域から塩水楔で海水が流入することによ
り水温が上昇していることに対して，中流部の岩淵水門付近では逆流時に上層が高温になる水温躍層を形成して
いることがわかった．岩淵水門付近の温度は新河岸川もしくは隅田川の水温と近いことから，新河岸川及び隅田
川の熱の大部分が岩淵水門を通って荒川に流入しているといえる．水質の状況は，国土交通省荒川下流河川事務
所のBOD濃度測定結果では荒川本川におけるBOD濃度分布は岩淵水門付近が最も高く，芝川等の左岸側の支川か
らの横流入の影響が示唆されているが，岩淵水門下流の隅田川の値はさらに高濃度であることから，新河岸川お
よび隅田川からの流入の影響も推察される． 
次に，都市河川における熱環境に対する影響因子の抽出，主要因の特定を行った．対象区間内で潮汐の影響を
比較的受けない上流部において，下水処理施設の上下流地点で水温を比較した結果，荒川と新河岸川の両河川で
水温の上昇が確認された．河川水温に影響を及ぼす要因としては海域からの熱供給以外にも大気との熱交換等が
考えられるが，観測期間を通じで常に水温が上昇していることから，下水処理水の流入による水温上昇が推察さ
れる．さらに下水処理施設の上下流地点の輸送熱量差と下水処理施設からの放流熱量は概ね近い値であったこと
から，下水処理施設からの放流により水温が上昇していることがわかった． 
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第５章では，東京近郊を流れる荒川下流部を対象として実態解明を目的とした水・熱輸送の冬期現地観測結果
を踏まえ，その水温の挙動を現地観測期間である短期解析（24 時間）と 1998 年から 2000 年までの長期解析（3
年間）を試みた．その結果，感潮域であり都市の影響を強く受けていることが予想される荒川下流部を対象とし
た鉛直2層の1次元水・熱輸送統合モデルを構築し，その高精度な再現性を有した流れの解析と熱輸送過程の解
析により詳細な検討が可能となった．解析結果からは，新河岸川および隅田川の水は岩淵水門を通って荒川に流
れ込んでいることが確認された．したがって，新河岸川および隅田川に対する下水処理施設からの放流は荒川に
も影響しているといえる． 
さらに，都市排熱である下水処理水の流入による熱影響を分析し，主要因の特定および影響量の定量評価を行
った．下水処理水の流入の有無による水温差から，下水処理水が河川水温に及ぼす熱影響は冬期に顕著であり，
地点②（新河岸川下流），地点④（岩淵水門下流），地点⑨（岩淵水門）では最大で 3℃以上上昇していた．さら
に，荒川下流部を BOX 状に考えた影響量の評価から，大気からの熱供給，海域からの熱供給，上流域からの熱
供給と影響量を比較した結果人工排熱の横流入による影響は大きく，大気との熱交換による影響量の 4倍以上で
あった．このことから都市からの人工排熱の影響は熱環境に対する主要因となっているといえる． 
以上のような都市排熱による河川水温の高温化は，外来種の大量発生等の危険性が示されたことと同時に，都
市排熱による水温上昇を対象としたエネルギーシステムの導入による有効利用の可能性も期待できる． 
 
第６章では，東京湾沿岸域の千葉県側において水と緑のネットワーク形成に向けてのポテンシャルを明らかに
するために現状分析を行った．その結果，東京湾千葉県側においては緑地と水辺の空間が多く水と緑のネットワ
ーク形成のためにポテンシャルが高いことが明らかになった．特に水域に関しては東京湾に直接注ぐ中小規模の
河川が多く存在し，さらに海岸線と並行に流れる横水路が存在していることからこれらを活かしたネットワーク
形成が有効であると考えられる．さらに水と緑のネットワークの利用のために不可欠な拠点の形成のために，干
潟と等価な空間の創造のための可能性を明らかにするために，水理・地形特性と生物多様性の現状を比較分析し
た．生物多様性に関しては千葉県を流れる特徴の異なる4河川を選定し現地採捕調査を行った．各河川の水理・
地形特性と生態系調査の比較分析から，人工海浜等が整備されている花見川河口付近ではわずかながらに河口干
潟が存在しており，都川と比較すると生物多様性に長けていることが確認された．さらに，復元すべき目標とし
て位置付けることができる小櫃川では河口部に盤洲干潟を有しており，生息する生物種が多いことが現地観測か
ら実証された．生活タイプ別分析をおこなったところ，海域と河川を往来する種は小櫃川，花見川，都川で確認
されたが，種類数では自然地もしくは環境インフラの整備が多いほど生物多様性に長けていることが示された． 
さらに，第5章で明らかにしたように，都市の人工排熱による河川水温の上昇が河川の生態系に及ぼす影響に
ついて考察し，その例として東京湾において増殖傾向にある外来種のホンビノスガイに対する熱影響を示した． 
 
 以上に列挙したように，本研究では都市における社会活動・整備による環境変化の中で都市の洪水流出特性の
ような未だ不明な点が残る問題や河川の熱環境や都市の拡大が生物多様性に及ぼす影響のようなこれまでほとん
ど取り組まれていない新たな問題に対して実態分析を行い，影響因子の抽出ならびに主要因を特定した．さらに
数値解析により影響量を定量評価した．その上で適応・解決に向けた今後の展開に関する考察・提案を行った．
しかしながら，都市における社会活動・整備がもたらす問題は未だ存在し，今後も新たに発生する可能性がある．
このような問題に対する抜本的な解決には，対策としての普遍性が不可欠である．本研究は都市における社会問
題を誘発するような水域の環境変化に対して普遍性を有した対策の構築のための一端を担うことができると考え
ている． 
